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１　研究の背景

 政府は 2022 年 6 月、デジタルの力で地方の個性を

活かしながら社会課題の解決と魅力の向上を図る「デ

ジタル田園都市国家構想基本方針」を閣議決定した。

同構想において、デジタルは地方の社会課題を解決す

るための鍵であり、新しい価値を生み出す源泉として

位置づけられている（１）。同構想では、都市部への人

口集中・過密に伴うリスク、首都直下型地震災害の軽

減、分散型社会の構築による社会のレジリエンスの向

上が課題であるとし、課題解決の有力な手段として、

地方におけるサテライトオフィスでの勤務など地方創

生に資するテレワーク（地方創生テレワーク）を位置

付けている。地方創生テレワークの目的は、地方への

新しい人の流れの創出、地方における魅力ある仕事の

創出や働く環境の整備、新しい生活様式の普及を進め

ることにより、東京圏への一極集中の是正、地方分散

型の活力ある地域社会の実現を目指すものである（２）。

地方創生テレワークの中でも、新たな手法として注

目されているのがワーケーションである。ワーケー

ションとは「ワークとバケーションを組み合わせた造

語であり、会社や自宅以外の場所、例えば観光地など

の地方で仕事と余暇を両立させる新しい働き方」を指

している（３）。政府がワーケーションを推進する理由

は、以下の４点である。

第 1 に、未知の感染症や首都直下型地震や災害と

いった社会的リスクへの対応である。新型コロナウイ

ルス感染症対策の 1 つの有効な手段として、テレワー

クは急速な広がりを見せたが、ワーケーションはテレ
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ワークの一形態である。第 2 に、働き方改革の推進で

ある。働き方改革関連法制定後、政府は勤務時間の短

縮や有給休暇の消化率の改善を目指してきたが波及は

進まず、ワーケーションは働き方改革推進の新たな手

段として位置付けられている。第 3 に、地方創生・関

係人口の創出である。高齢化、人口減少に悩む地方に

おいて、ワーケーションにより長期滞在人口が増加し、

地域に新たな活力をもたらすことが期待されている。

第 4 に、観光需要の喚起である。ワーケーション人口

が増えれば、地方の交流人口も増え、地方の観光関連

需要も増えると期待されている（４）。

同構想においては、政府は地方の自主的・主体的な

取り組みを支援するとしており、地方は自ら目指すべ

き理想像を描き、その実現に向けた取り組みを推進す

ることとされている。自治体にとって新たな地域活性

化策であり関心や期待は大きいが、従来の企業誘致や

移住対策とは異なる新たな取り組みである。また、企

業にとっても、従来の日本型労働の転換を求める取り

組みであることから、自治体と企業双方で試行錯誤の

取り組みが行われている。

観光庁ではワーケーションを 4 類型に分類してい

る。第 1 に福利厚生型は、有給休暇を活用してリゾー

トや観光地等でテレワークを行う、実施主体はフリー

ランスや個人事業主等である。第 2 に地域課題解決（業

務）型は、地域の課題解決を目的に研修活動による新

規事業を創出であり、実施主体は、個人・企業で、実

施期間は数日から数ヵ月である。第 3 に合宿型（業務

型）は、場所を変え、職場のメンバーと議論を交わす、

実施主体は、企業の幹部やその業務部等で実施期間は

日帰りや 1 泊 2 日の短期滞在から 1 ヶ月程度の長期滞

在まで様々である。第 4 にサテライトオフィス（業務）

型は、サテライトオフィスやシェアオフィスで業務を

行い、実施主体は企業の人事部等で実施期間は数日か

ら数ヵ月である（５）。

日本では、年末年始など特定の時期に運休が集中す

る傾向が高く、国内の旅行消費額が伸び悩む原因とさ

れているが、ワーケーションが普及すれば平日を含め

て長期間滞在見込めるため、人口減少が著しい地方で

は、ワーケーション事業による交流人口、関係人口の

創出に向けて期待は大きい。しかし、ワーケーション

が進展するに伴い誘致する側の自治体は、地域の優位

性を把握した上で、推進する必要がある。ワーケーショ

ンに対する関心は日本各地で高まっているものの、受

け入れを検討する自治体・導入予定の企業双方とも、

具体的にどのように進めていくか検討しているのが実

情である。

２　ワーケーションに関する先行研究と研究目的

本節では自治体のワーケーション事業と地域活性化

に関する先行研究を整理する。自治体のワーケーショ

ン事業に関して田中・石山（2020）は、「関係人口の

創出や地方創生、地域活性化、テレワークの推進な

どさまざまな事業とリンクしている」と指摘してい

る（６）。地域活性化について松村（2021）は、「まず地

域住民と移住者が共同で利用できるコワーキングス

ペースつくり、そこに出入りする人たちと仕事をした

いと思わせる仕組みづくりが必要」と論じている（7）。

同じく地域活性化に資するワーケーションを実現する

には小林（2022）は、以下の 3 点を指摘している。第

1 に、「地域と企業を結ぶコーディネーターの存在で

ある。第 2 に、地域課題解決に向けた創意工夫が導入

することが重要である。第 3 に、地域特有の非日常の

空間・体験の提供を行うこと」と指摘している。

ワーケーションの発展について Yoshida（2021）は、

以下の 3 点を示している。第 1 に、「日本ではワーケー

ションを持つ人は、完全雇用の労働者と関係があると

想定されており、ワーケーションは自治体の意向に大

きく影響される。第 2 に、ワーケーションは、関係人

口を創出したい自治体の意向と、業務に関係のない

地方への派遣は難しいという企業の意向が大きく影響

する」と論じている（８）。木下（2021）は、「地域側は

ワーケーションする人達と繋がり、営業できるのかと

いうリアリティを探る必要がある」と論じている（９）。

全国の自治体に対してアンケート調査を行った坂本

（2021）は、「ワーケーション事業を実施する自治体に

ついてはテレワークと比較して少なく、施設整備に積

極的な自治体の要因として、広報など普及に関する取

り組みを実施していること」と指摘している（10）。



― 23 ―

国際公共経済研究第34号　2 0 2 3 年
International Public Economy Studies Vol. 34 2023

以上のことから、自治体が推進するワーケーション

については、関係人口の創出や地方創生の事業とリン

クしており、地域社会のコーディネーターとの関係を

通じて地域課題解決や地域特有の非日常の体験を中心

に積極的に実施されていることが明らかになってお

り、施設整備に積極的な自治体の要因として、広報な

ど普及に関する取り組みを実施していることが示され

ている。しかし、これらの先行研究には、都道府県と

市町村の役割分担や自治体ごとの施策の違いに着目し

た研究は見受けられない。都道府県と市町村の役割分

担は、一義的には地域のことは市町村が担い、市町村

で対応が困難なものについては都道府県が担うとされ

ているが、実際には都道府県と市町村の相互補完・連

携関係は政策課題によって様々であり、どのように役

割分担を行うかで政策効果も自ずと異なるものとな

る。ワーケーション事業の推進においても、都道府県

と市町村の役割分担、連携体制の違いによって、事業

効果も大きく左右されることになる、これが都道府県

と市町村の役割分担に着目する理由である。

そこで本研究では、県レベルでも市町村レベルでも

ワーケーション事業に積極的に取り組んでいる典型事

例として長野県を取り上げ分析、考察を行うものであ

る。長野県は 2018 年から「信州リゾートテレワーク」

として、軽井沢町、白馬村、山ノ内町などモデル地域

でのワーケーション普及に取り組んでいる。信州リ

ゾートテレワークとは、「普段の職場や居住地から離

れ、信州ならではの魅力に触れながら仕事する豊かな

ライフスタイル」と定義されている。長野県における

取り組みの特徴は、県の主導により県全体のワーケー

ション推進体制が他県に先駆けて構築されたこと、県

と市町村の役割分担が明確で、情報共有がなされてい

ること、また他県と協力してワーケーション自治体協

議会を設立し（11）、全国の動きに広げる先導的な役割

を果たしていることにある。

本研究では、以下の 3 点を明らかにすることを目的

に調査を行った。第 1 に、長野県内のワーケーション

事業における都道府県と市町村の役割分担である。第

2 に、各市町村のワーケーションのタイプの違いにつ

いてである。第 3 に、信州リゾートテレワークに参加

している市町村のワーケーション事業の目標値と達成

値、そして事業の構成要素の検証である。

本研究は、信州リゾートテレワーク推進チームに参

加している 20 の自治体（長野県産業立地 IT 振興課、

長野市商工労働課、松本市商工課、岡谷市商業観光課、

駒ヶ根市商工観光課、塩尻市官民連携推進課、伊那市

地域創造課、茅野市商工観光課、千曲市産業振興課、

諏訪市企画政策課、飯綱町企画課、立科町企画課、信

濃町総務課、辰野町産業振興課、木曽町観光商工課、

飯田市工業課、小梅町総務課、軽井沢町観光経済課、

飯島町地域創造課、上田市商工課）へのオンライン会

議システムによるヒアリング調査（2022 年 1 月 20 日

～ 2022 年 8 月 20 日）にかけて実施するとともに、事

業の目標値と達成状況を自治体の総合計画及び自治体

が提供する文献資料により確認を行った。その後の

メールでの追加確認を実施した。

本研究は各調査事例のワーケーションの取り組み内

容と要素を分類する小林ほか（2022）の 6 分類を参考

に以下の調査事項を作成した（12）。ヒアリング調査項

目は表 1 の通りである。第 1 にワーケーション事業の

背景、テレワーク環境整備などのハード整備である。

第 2 に体験プログラムや生活環境の整備といったソフ

ト面での整備である。第 3 に事業の円滑な運営をサ

ポートするコーディネーターの確保や県内企業への働

きかけ、第 4 に県外への情報発信・PR、第 5 に補助

制度と活用状況、第 6 に県と市町村の役割分担を設定

した（表 1）。

３　事例研究

3.1　長野県の概要

長野県は年間延べ 8,600 万人が訪れる山岳観光県で

あり、夏季シーズンにはリゾート地で避暑を楽しむ観

光客が増加傾向にある（13）。多くのリゾート地が散在

し、また首都圏から県庁所在地の長野市まで、新幹線

で 1 時間半の距離にある。

長野県は 4 つのエリア（地域）に分かれている（14）。

北信エリアは北部に位置し、長野市や千曲市、須坂市

などの地方都市があり、農業と観光が基幹産業である。

志賀高原や斑尾高原、湯田中渋温泉郷や野沢温泉など、
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豊富な観光資源に恵まれた地域である。東信エリアは

東部に位置し、東京から約１時間というアクセスに優

れた長野県の玄関口である。軽井沢などのリゾート地

があり、高原野菜などの農業がさかんな地域である。

南信エリアは南部に位置し、中央アルプスと南アルプ

スに囲まれた、果樹園芸がさかんな地域である。中信

エリアは西部に位置し、北アルプス、中央アルプスと

御嶽山系に囲まれ、旧中山道の宿場町として栄えた地

域である（15）。

長野県は全県的にワーケーションを推進している

が、同県の資料では関係人口の創出が強調されている。

しかしヒアリング調査結果からは、交流人口、関係人

口双方の創出を目的としており、企業誘致や移住も視

野に入れた取り組みになっている。なお、国土交通省（観

光庁）、総務省等の各府省が推進しているワーケーショ

ンは府省の所管の違いによって重点の置き方は異なっ

ているが、いずれも交流人口や関係人口の推進を目的

としており、事業目的に長野県との差異は見られない。

図 2 は、ヒアリング調査で確認された信州リゾート

テレワークの実施スキームである。

長野県は連携体制の整備、地域地域戦略の策定、受

入環境整備の支援を行い、県外に対しては情報発信や

㏚、実施費用の支援を行う役割を担っている。

一方、市町村はワークスペースや宿泊施設などの整

備、利用プランや体験プログラム、地元情報の提供な

どを提供する役割を担っている。

3.2　信州リゾートテレワーク：長野県の概要

本節においては、長野県産業立地・IT 振興課への

オンラインによるヒアリング調査結果を整理、分析す

表１　ヒアリング調査内容

項目 13 項目
目的 ワーケーション事業の取り組み内容
対象 信州リゾートテレワークに参加している 20 自治体

内容

１．ワーケーション事業の背景（ワーケーションの形態）
２．コワーキングスペースなどのテレワーク環境整備
３．ニーズに対応した企業向けのメニュー（地域ぐるみの受け入れ態勢の整備）
４．地域産業の担い手確保や育成に繋がる体験企画
５．子ども向けの教育機会や滞在者の医療の充実
６．MASS やオンデマンドサービスによる二次交通の充実
７．地域と人をつなげるコーディネーターの存在・育成
８．コーディネーターの情報交換（交流の拠点作り）
９．人材確保の観点からの県内企業への多様な働き方の呼びかけ
10．ウェブサイト等による国内外へのプロモーション発信
11．地方創生テレワーク交付金などの国の補助金活用
12．ワーケーション実施者に対する補助金制度
13．推進体制と県と市町村の役割分担

出所：筆者作成

図１　長野県の４エリア
出所：㈱総合キャリアトラスト
　　　 「SAKURARA 長野南センター」より引用より

引用
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る。長野県の取り組みは、阿部守一知事は 2018 年 6

月県議会定例会で、新しいライフタイルを積極的に普

及し、地域活性化や観光振興につなげる信州リゾート

テレワークを推進することの表明から始まる。同年 9

月議会定例会において、リゾートテレワークの拠点整

備等に関する支援する経費を計上した。長野県がワー

ケーションの取り組みを始めた背景には、地域におけ

る人口減少と少子高齢化、地域産業の低迷等があった。

長野県の信州リゾートテレワーク推進事業の取り組み

は、4 つに大別される。

第 1 に、全県的な連携体制の整備である。長野県で

は、県内の情報ネットワーク形成や優良事例の横断的

展開等の促進を目的とした、県、市町村、協力団体・

機関から構成される「信州リゾートテレワーク推進

チーム」が設置されている。構成メンバーは、表 2 の

通りである。第 2 に、地域戦略の策定である。長野県

では、地域の特性や事情に応じた取り組みを推奨し

ており、中でも先導的な役割が期待される市町村を

2018 年度からモデル地域として選定し（2022 年時点

で 12 ヵ所）、空き施設を活用した環境の整備や体験会

開催などに取り組む民間事業者を支援している。県で

は、随時利用できるコワーキングスペースから会議室

等の環境を整えた大規模な宿泊施設などの多様な働き

方を可能にする施設整備や、リゾートテレワークの体

験会の開催などに取り組む市町村や地元企業、団体へ

の支援を行っている。

第 3 に、県内市町村の受入環境整備支援である。

2018 年度にワーケーションを担う事業者に対する補

助、2019 年度にインセンティブとして、ソフト・ハー

ド事業で 400 万円を上限にした補助、2020 年度には

ソフト事業で 150 万円を上限とした補助が開始され

た。2021 年度には、県内施設の通信・設備環境の実

態調査も行われている。また、長野県の単独予算だけ

ではなく、地方創生推進交付金・地方創生臨時交付金

等の国の各種補助・助成制度の活用も奨励している。

第 4 に、県外利用者支援である。統一的なイメージ

形成と県外への情報提供を行うため、ワーケーション

に関する情報プラットフォーム「信州リゾートテレ

ワーク」を開設している。エリア別、施設別、目的別

の検索が可能であり、また、イベントを始めとして信

州リゾートテレワークに関する様々な情報が提供され

ている。具体的にはパンフレットや PR 動画、メディ

アタイアップ広告や SNS 広告、首都圏企業等を対象

としたイベント、モニターツアーの開催等である（16）。

また、県外利用者（企業・団体・個人）に対する支

援制度も設けられている。例えば、デジタル田園都市

図２　信州リゾートテレワークの実施スキーム
出所：長野県の公表資料「信州リゾートテレワークの取組」とヒアリング調査をもとに筆者作成
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国家構想交付金（地方創生テレワーク型）を活用した「お

ためし立地チャレンジナガノ」は、県内外の企業と地

元関係者との協働、共創によって地域課題の解決に取

り組むものであり、関係人口の増加、その先の企業誘致、

移住を狙った取り組みである。サテライトオフィス開

設や移住を想定した「おためしナガノ」は、長野県に

試しに住んでみる（最長 6 ヵ月）人への補助制度であ

り、短期滞在者を対象とした補助制度としては「信州

リゾートテレワーク実践支援金」が用意されている（17）。

3.3　市町村のワーケーションの取り組み内容

3.3.1　市町村のタイプ別分類

長野県内の市町村は、ワーケーションに関する様々

な取り組みを展開しており、県内のリゾートテレワー

ク受入施設だけで 100 を超えるまでに増加している。

駅直結のコワーキングスペース（ワークラボ八ヶ岳、

ステーションワーク長野等）や廃校舎をリノベーショ

ンしたテレワーク施設（いいづなコネクト）、地域コミュ

ニティとの交流も期待できるコワーキングスペース、

客室でテレワークができる宿泊施設など多様である（18）。

表 4 は、ヒアリング調査の結果をもとに、観光庁の

４類型に基づきエリア別に分類したものである。エリ

表２　信州リゾートテレワーク推進チーム構成団体（2022 年 2月現在）

種別 構成団体 団体数

WAJ 参加市町村

長野市、松本市、上田市、岡谷市、飯田市、諏訪市、須坂市
小諸市、伊那市、駒ヶ根市、中野市、飯山市、茅野市、塩尻市

佐久市、千曲市、東御市、安雲野市、小梅町、佐久穂町、軽井沢町
御代田町、立科町、下諏訪町、富士見町、原村、辰野町、飯島町、阿智村

木曽町、池田町、白馬村、山ノ内町、信濃町、飯綱町、小川村

36

コーディネート団体
（50 団体）

軽井沢リゾートテレワーク協会、㈱カンマッセいいづな、
（一社）木曽おんたけ観光局、（一社）ジェイアール東日本企画

㈱ Shinonome、しくみ㈱、（一社）信州たてしな観光協会、（一社）諏訪観光局
（公社）青年海外協力隊、（一社）ちの観光まちづくり推進機関、NPO 法人

NatureService
のりくら観光協会㈱、ふろしきや、RoutaDesigh（同）

14

県 長野県 1
オブザーバー （一社）長野県観光機関、（一社）日本テレワーク協会 2

出所：長野県産業立地・IT 振興課提供資料をもとに筆者作成

表 3　信州リゾートテレワーク推進事業の概要

項目 概要

全県的な連携体制の整備
「信州リゾートテレワーク推進チーム」の設置。
目的：県内の情報ネットワーク形成や情報交換・共有、優良事例の横断的展開等の
促進

地域戦略の策定 2018 年度から県内 12 ヵ所をモデル地域として指定

受入環境整備支援
「リゾートテレワーク拠点（環境）整備事業」等による支援、国のサテライトオフィ
ス整備に対する交付金の活用等

県外利用者支援

⑴　情報提供
情報プラットフォーム「信州リゾートテレワーク」の開設
パンフレット、PR 動画、首都圏企業等を対象としたイベント、モニターツアーの
開催等

⑵　費用支援
「おためし立地チャレンジナガノ」「おためしナガノ」
「信州リゾートテレワーク実践支援金」による利用者支援

出所：筆者作成
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アごとの明確な違いは見られないが、北信エリアは福

利厚生型、サテライトオフィス型、東信エリアは福利

厚生型、合宿型、南信エリアは福利厚生型、地域課題

解決型、中信エリアはサテライトオフィス型に対応し

ている自治体が多かった。なお、全てのタイプに対応

している市町村はなかった。また、福利厚生型に特化

しているのは小梅町、飯島町の 2 自治体、9 自治体は

福利厚生型以外の複数の業務型になっている。

3.3.2�　市町村のワーケーション事業の目標値と達成

状況

表 5 は、ワーケーション事業に関する目標値と達成

状況を整理したものである。ワーケーションを所管し

ている部署は人口 3 万以上である市では観光課、人口

8 千以上である町では総務課又は企画課に属していた。

ワーケーション事業の目標指標は、ワーケーション

プログラムの実施数、ワーケーションのイベント開催

数、コワーキングスペースの利用者、宿泊者数など、

自治体によって様々である。これには、ワーケーショ

ン施設は民間事業者が運営しているケースが多こと、

また利用形態が多様であることから定量把握が難しい

といった背景がある。また、ワーケーション事業を単

独事業としてではなく、企業誘致の一形態、観光振興

事業の一部の一部として実施している市町村では、ワー

ケーション事業単独の目標値は設定されていなかった。

目標値を大きく下回っている市町村もあるが、これ

は新型コロナウイルスの感染拡大で当初計画の修正な

いしは延期・中止を強いられたためである。また達成

値が空白の自治体は、調査時点では取り組みが開始さ

れた段階であったためである。市町村の設定した目標

値に統一性はなく、また事業全体の目標や達成の程度

を示すものとは必ずしもなっていない。従って、市町

村間の比較も困難であり、目標値や達成度は参考情報

にとどまるものである。

なお、長野県全体では、リゾートテレワーク実施者

総数が 3,000 人（2022 年度）を超えていることから、

新型コロナウイルス感染症で人の移動が制限されてい

たことを考慮すれば、一定の成果を上げていると推測

表４　ワーケーションのタイプ別分類

エリア 市町村 A 福利厚生型 B 業務型
地域課題解決型

Ｃ業務型
合宿型

Ｄ業務型
サテライトオフィス型 

北信

長野市 〇 〇
千曲市 〇 〇 〇
飯綱町 〇 〇
信濃町 〇 〇
上田市 〇 〇 〇

東信

軽井沢町 〇 〇 〇
立科町 〇 〇
小梅町 〇
飯田市 〇 〇

南信

伊那市 〇 〇
岡谷市 〇 〇

駒ヶ根市 〇 〇
諏訪市 〇 〇
茅野市 〇 〇
飯島町 〇
辰野町 〇 ○
松本市 〇 〇 〇

中信
塩尻市 〇 〇 〇
木曽町 〇 〇
合計 11 11 9 10

　　　　出所：ヒアリング調査をもとに筆者作成
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される（19）。

3.3.3　市町村の主な取り組み概要

表 6 は、調査対象（2022 年時点）での自治体のワー

ケーション事業の取り組み開始時期と主な取り組み内

容をエリア別に整理したものである。

事業を開始した期間については、2021 年度（7 件）

が多く、次に 2019 年（5 件）であった。

各市町村の地域特性や事情が異なることから、ワー

ケーション事業の開始時期や取り組みも様々である。

また、先行市町村と後発市町村とでは取り組みに差が

みられた。取り組みを始めて間がない市町村では、ま

ずワーケーションサイトの開設し、情報発信を行いつ

つモニターツアー等に取り組んでおり、他の市町村の

取り組みを参考にしながら、地域事情に合った自走体

制を模索している。

一方、すでに自走段階に入ってる市町村、例えば立

科町ではワーケーションコンシェルジュ、千曲市で

は地域コーディネーターが中心となって活躍してお

り、駒ヶ根市では（社）青年海外協力協会（JOCA）

の研修プログラムとワーケーションを組み合わせた

プランが提供されている。また、塩尻市や飯綱町では

MASS やオンデマンドによる二次交通サービスを提

供しており、辰野町は「たつの WORK TRIP 補助金」

という独自の制度を作り、県外企業・団体と地元との

共創による地域課題解決型のワーケーションに取り組

むなど、多様な活動が展開されている。

3.3.4　市町村のワーケーション事業の構成要素

表 7 は、取り組みの全体像を把握するために、各市

町村のワーケーション事業の具体的構成要素を示した

ものである。各市町村では、地域特性や事情に合わせ

てハード、ソフト面での受入環境の整備、地元の運営

体制の確保、プロモーションや情報発信、県や県内市

町村との情報共有・交流、補助金の活用等を行ってい

る。調査対象の市町村全てに共通していた項目は、都

表 5　各調査事例のワーケーション事業の目標値と達成値

エリア 市町村 所属課 指標
目標値

（2022 年）
達成値

（2022 年）

北信

長野市 商工観光課 ワーケーションプログラム実施数 20 回（R7） 1 回（R1）
千曲市 産業振興課  ワーケーションプログラム実施数 20 回（R7） 1 回（R1）
飯綱町 地域振興課 ワーケーション等のイベント実施回数 3 回以上 3 回
信濃町 総務課 ノマドワークセンター利用者 28 件（R6） 10 件（R3）

東信

上田市 商工課 ワーケーションプログラム利用人数 300 人（R6） 0 人
軽井沢町 観光経済課 テレワーク施設ヵ所数 30 ヵ所（R9） 25 ヵ所

立科町 企画課
町内テレワーク実施場所数（延べ） 42 箇所 47 箇所

立科 WORK TRIP 利用社数 55 社 75 社
小梅町 総務課 － － －

南信

飯田市 工業課 コワーキングスペース利用者数 3,000 人（R5） 2,220 人（R3）
伊那市 地域創造課 － － －
岡谷市 商業観光課 ワーケーション参加者数 － 27 人

駒ヶ根市 商工観光課 ワーケーションの参加人数 120 人（R6） －
諏訪市 企画政策課 － － －
茅野市 商工観光課 オフサイトミーティングで訪れた人数 20 人（R4） －
飯島町 地域振興課 体験プログラム及び宿泊者数 100 人（R7） 68 人（R3）
辰野町 産業振興課 － － －

中信
松本市 商工課 － － －
塩尻市 官民連携推進課 お試し住宅利用者組数 20 人（R5） 20 人（R3）
木曽町 観光商工課 － － －

出所：信州リゾートテレワーク参加自治体の総合計画をもとに筆者作成
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道府県と市町村の推進体系と役割分担についてであっ

た（19 件）。

推進体制と役割分担とは、「全県的な推進組織への

参加や地元の推進体制づくりに取り組んでいること、

また県と市町村との役割分担を踏まえた取り組みを

行っている」という意味である。次に各市町村のホー

ムページや SNS を活用したプロモーション展開で

あった（17 件）。同時に地元企業に向けてのワーケー

ションに関する啓発活動も行われていた。また、人口

規模の小さい市町村では、体験プログラムの提供や二

次交通の整備、ワーケーション利用者への独自の補助

金制度など、利用者向けの取り組みが充実していた（13

件）。なお、ハード面のコワーキングスペース整備を

行っている市町村ではソフト面である生活インフラの

提供も併せて行っている市町村が多かった。

各市町村は、全ての項目ではないが、地元事情に合

わせて複数の手段を組み合わせて事業を実施している

ことがわかる。

４　考察

本研究では、新型コロナウイルスの拡大により人の

移動が制限される状況下における長野県のワーケー

ション事業について整理してきたが、本研究で明らか

になった事項は、以下の 3 点である。

第 1 に、地方で新たな政策を展開する際の都道府県

の先導力の重要性である。長野県では、まず県が信州

リゾートテレワークを構想し、それに基づきワーケー

ションを推進する全県的な組織づくりを主導してい

る。意欲的な市町村をモデル地域に指定し、併せて施

設整備への補助など受入環境整備支援を行っている。

さらに、県外企業向けに各市町村のワーケーション施

設等に関する情報プラットフォームの開設や県外利用

者への補助などの対応を行うなど、事業推進に必要な

対応を先導的に行っている。

また、対応の迅速性も指摘される。長野県の知事が

推進構想を表明した 2 ヵ月後には施設整備補助金を予

算化し、モデル地域を指定して重点的な支援を開始し

ている。並行して県内市町村に呼びかけて推進組織を

結成し、翌年には、和歌山県とともに全国組織である

表６　自治体の主な取り組み内容

エリア 市町村 事業開始 取り組み内容

北信

長野市 2021 年 ・キャンプ場を活用したワーケーションプラン
千曲市 2019 年 ・地域企業㈱ふろしきやがプランを企画・提案・実施
飯綱町 2021 年 ・民間事業者であるカンマッセいいづなが PR を担当
信濃町 2019 年 ・NPO 法人 NATURE SERVICE が施設運営

東信

上田市 2022 年 ・受入事業者のワーケーション費用の一部を支援
軽井沢町 2018 年 ・観光協会、商工課がテレワーク協会を設立
立科町 2018 年 ・観光協会と連携し、企業の受け入れ相談・調整を対応
小梅町 2016 年 ・信濃町ウォークモデルとして民間事業者との協定

南信

飯田市 2019 年 ・リーフレットを活用し、ワーケーション施設の利用を促す
伊那市 2022 年 ・モバイルオフィスを活用したワーケーション
岡谷市 2021 年 ・交通費、宿泊費等、レンタカー代の一部を補助

駒ヶ根市 2021 年 ・青年海外協力協会とセミナーの開催やオフィス運営
諏訪市 2019 年 ・観光協会がコーディネートを行い、地域一体的に PR
茅野市 2020 年 ・（一社）一般ちの観光まちづくり推進機構に事業委託
飯島町 2021 年 ・町内 8 団体が推進協議会発足
辰野町 2022 年 ・地域課題を官民共創で取り組む

中信
松本市 2021 年 ・国立公園、温泉地でのワーケーションプログラム
塩尻市 2021 年 ・シビック・イノベーション拠点を 2018 年に設立
木曽町 2019 年 ・木曽おんたけ観光局と地域おこし協力隊が施設を運営

　　　出所：ヒアリング調査を元に筆者作成



― 30 ―

ワーケーション自治体協議会を設立している。ワー

ケーションと言えば、必ず長野県と和歌山県の名が挙

がるが、地域間競争の中で、他に先駆ける迅速性は、

他県との差別化を図るとともに、先行者の利益を得る

ための重要な要素である。

第 2 に、長野県と市町村との効果的な相互補完な関

係である。長野県の場合、県は事業推進の先導者では

あるが、統括者、監督者、指導者ではない。信州リゾー

トテレワーク推進チームという名称に象徴されるよう

に、県も市町村も同じ目標を共有するチームの一員と

いう位置付けである。推進チームの主体は市町村であ

り、県は事務局として推進チームの運営を支援する役

割を担っている。

また、長野県は市町村単独では対応が難しい分野、

例えば全県的な組織づくりや全国へ向けての情報発

信、市町村の施設整備支援や県外利用者への補助など

を担っている。各市町村は、国や県の補助・助成制度

を活用しながら、施設等の受入環境の整備や対応可能

なプランの策定など、地域特性や事情に応じた取り組

みを行っている。これは、県が各市町村の自主性を前

提とした対応を行っているためである。

第 3 に、県内における政策波及と取り組みの多様性

である。政策波及とは、ある自治体が行っている政策

が他の自治体にも波及していく現象のことだが、長野

県のワーケーション事業の場合、県内市町村への波及

スピードが速い。長野県がワーケーション事業に本格

的に取り組み始めたのは 2018 年度後半からだが、県

内のワーケーション施設は、2022 年時点では 100 を

表７　エリア別の市町村ワーケーション事業の構成要素

要素

エリア 市町村

①
ハ
ー
ド
施
設
の
整
備

②
生
活
イ
ン
フ
ラ
の
整
備

③
体
験
プ
ロ
グ
ラ
ム
企

④
二
次
交
通
の
充
実

⑤
地
元
企
業
へ
の
働
き
か
け 

⑥
中
間
支
援
団
体
の
確
保

⑦
交
流
の
拠
点
作
り

⑧
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
展
開

⑨
国
・
県
の
補
助
金
活
用

⑩
利
用
者
へ
の
補
助

⑪
推
進
体
制
と
役
割
分
担

北信

長野市 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
千曲市 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
飯綱町 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
信濃町 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

東信

上田市 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
軽井沢町 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
立科町 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
小梅町 〇 〇 〇 〇 〇

南信

飯田市 〇 〇 〇 〇 〇
伊那市 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
岡谷市 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

駒ヶ根市 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
諏訪市 〇 〇 〇 〇 〇 〇
茅野市 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
飯島町 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
辰野町 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

中信
塩尻市 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
松本市 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
木曽町 〇 〇 〇 〇 〇 〇
合計 17 12 13 13 14 9 10 17 10 3 19

　　　出所：ヒアリング調査を元に筆者作成
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超えるに至っている。これは、市町村がワーケーショ

ン事業に取り組むために必要な環境を県が短期間で整

備したこと、市町村間で情報の共有・交換を促進する

場が設定されていたことから、先行市町村の情報を他

の市町村が随時入手できたことで可能になったと推測

される。意欲的な先行市町村は、県や国の補助金を活

用して事業に取り組みを直ちに開始することができ、

後発市町村は、先行市町村のノウハウを参考に、事業

に着手することができる環境が整っている。

また、各市町村のワーケーションへの対応は様々で

ある。調査対象の市町村では、観光庁の 4 タイプの 1

つまたは複数に対応していたが、内訳は市町村ごとに

異なっている。取り組みも同様に様々である。例えば、

立科町ではワーケーションコンシェルジェ、千曲市で

は地域コーディネーターが重要な役割を担っており、

塩尻市や飯綱町では二次交通に対する支援に取り組ん

でいる。辰野町では独自の補助金制度を作り、地域課

題解決型のワーケーションに力を入れている。従来の

上意下達の画一的な政策展開とは異なるものであり、

市町村の自立性・主体性の証とも言えるものである。

以上のように、長野県のワーケーションに対する取

り組みは、市町村の自立的活動を促進する県と市町村

の関係の好例であり、また市町村間の共振、共創を促

す機能を併せ持つ地域システムとして評価される。

５　おわりに

本研究では、長野県におけるワーケーション事業へ

の取り組みについて、長野県内のワーケーション事業

における都道府県と市町村の役割分担、各市町村の

ワーケーション事業のタイプと目標値、達成値の現状、

事業の構成要素について、調査結果に基づく分析、考

察を行った。長野県は、ワーケーションに関する先進

自治体と言えるが、本格的な取り組みは 2018 年度か

らであり、同事業が全国の自治体に広く普及するのは

これからの段階にある。研究蓄積も十分とは言えない

ことから、今後も調査を継続し、長期的な観点から地

域の特性を活用したワーケーションの手法や効果等に

関する研究を蓄積していく必要がある。

今後は、自治体の規模別の優先順位や地域課題解決

型ワーケーションの観点から他の都市と比較した事例

の検討、民間事業者や個人へのヒアリング調査を実施

していきたい。
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